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 はじめに 

本市では、中長期的な展望に立ち、安定的な行政組織の基礎を確立するため、

平成２３年９月に「池田市行財政改革推進プラン」（以下「プラン」という。）

を策定し、平成２６年度を目標年度と定め、行財政改革を進めております。 

平成２４年度は、人事評価システムの本格実施、家庭ごみ収集業務の一部委

託、市職員の給料削減等による人件費削減や指定ごみ袋、ごみ持込み手数料の

見直しによる歳入の確保等に取り組みました。また、空港・資産活用課や発達

支援課を新たに設置するなど、市民視点での組織編制を行いました。 

平成２４年度決算は黒字となり、経常収支比率についても８９％と２年ぶり

に１００％を下回りましたが、今後の財政推計を見たとき、依然として予断を

許さない状況にあります。 

そのため、平成２５年度においては、プランに沿った取組みを行うとともに、

行政が携わっている事業について抜本的に見直すことで事業のスリム化を図り、

プランの目標達成に向けて、引き続き行財政改革を断行してまいります。

そして市民の笑顔があふれる「人・自然・文化の調和するまち」をめざし、

全職員が心を一つにして、よりスリムで効率的な市政運営を行ってまいります。

今後とも皆様のご理解、ご協力をお願いいたします。 

                      池田市長 小 南  修 身 
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「行財政改革推進プラン」 

平成 24年度 最終報告（案） 

本市では、予期し得ない収入減少や不時の支出増加に備え、弾力的な財政運営を行い、行財政

改革についての考え方や今後とも行財政改革を継続的に実施していく方向を示すために「池田市

行財政改革指針」と、同指針に基づき平成２６年度を目標年度とする具体的なプログラムを規定

した「池田市行財政改革推進プラン」を平成２３年度に策定した。  

本プランでは、第６次池田市総合計画の基本目標の一つである「行財政改革を推進し希望の持 

てるまち」を達成するために、次の４項目の施策を実施する。 

（１）開かれた市政の推進 （２）健全な行財政運営の推進 （３）広域行政の推進 

（４）情報通信技術の活用 

本市は、この施策の目標を達成するために具体的なプログラムで行財政改革に取り組み、財政

危機を回避するだけでなく、中長期的な展望に立ち、安定的な行政組織の基礎を確立するもので

ある。 

１．プランの概要 

(1) 策  定    平成２３年９月 

(2) 改革期間    平成２３年度～平成２６年度 

(3) 改革のポイント ①開かれた市政の推進 ②健全な行財政運営の推進  

③広域行政の推進   ④情報通信技術の活用 

(4) 改革の目標   ①安定的な財政構造の確立（臨時財源補てんをせず形式収支黒字化） 

                    ②経常収支比率９０％台  

            ③職員数５００人台（一般会計）平成２６年４月１日現在 

④人件費総額（退職手当を除く） 平成２６年度  ６０億円未満 

⑤行財政改革効果額 ２０億円以上 
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２．各会計別職員数（各年４月１日） 

                      （単位：人） 

区    分 
22年度
(参考)

23年度 24年度 25年度 26年度 23年度比 

① 一般会計 
ﾌﾟﾗﾝ  646 617 597 597 △49

実績 664 646 616 599 － △47

② 特別会計 
ﾌﾟﾗﾝ 32 32 32 32 0

実績 32 32 32 32 － 0

③ 派遣 
ﾌﾟﾗﾝ 3 3 3 2 △1

実績 4 3 3 4 － 1

小   計 
ﾌﾟﾗﾝ 681 652 632 631 △50

実績 700 681 651 635 － △46

④ 病院事業会計 
ﾌﾟﾗﾝ 425 492 492 492 67

実績 402 425 435 439 － 14

⑤ 上下水道事業 

会計 

ﾌﾟﾗﾝ 81 85 85 85 4

実績 83 81 82 80 － △1

合     計 
ﾌﾟﾗﾝ 1,187 1,229 1,209 1,208 21

実績 1,185 1,187 1,168 1,154 － △33

※ プランの職員数は「池田市行財政改革推進プラン」による。 

３．その他の数値目標の推移 

               （単位 ①・③：百万円、②：％） 

区    分 
22年度
(参考)

23年度 24年度 25年度 26年度 

① 形式収支 
ﾌﾟﾗﾝ 0 0 0 0

実績 1,469 21 1,182 － －

（ ※１） 
② 経常収支比率  実績 93.1 101.4

（※２） 

89.0
－ －

③ 人件費総額 

（退職手当を除く） 
実績 6,260 6,462 5,982 － －

※１ 経常収支比率とは、財政構造の弾力性を表す指標で、この比率が高いほど投資的経費等の臨時的経

費に使用できる一般財源が少なく、財政構造が弾力性を失っていることを示す。地方税、普通交付税

のように使途が特定されず毎年度経常的に収入される財源が、人件費、扶助費、公債費のように毎年

度経常的に支出される経費にどれくらい充当されているかを見ることで、財政の健全性を判断できる。 

※２ 平成 24年度経常収支比率は速報値 

＜参考＞ 健全化判断比率                         （単位：％） 

実質赤字比率 連結実質赤字比率 実質公債費比率 将来負担比率 

平成 24 年度 － － 6.8 61.3 

早期健全化基準 12.46 17.46 25.0 350.0 

財政再生基準 20.00 30.00 35.0  

※１ 実質赤字比率及び連結実質赤字比率については、実質赤字額、連結実質赤字額が算定されないため

「－」を表示 

※２ 各比率は速報値 
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４．平成２４年度の主な取組内容 

  平成２４年度の主な取組は、以下のとおりである。 

*表内において、（継続）は平成２３年度以前からの取組を、（再）は再掲を表す。

（１）開かれた市政の推進              

施策の体系 実 施 内 容 （○は「プラン」の実施プログラム）

市民参画の推進 ○市の政策形成の過程に市民の参画を推進 

・男女共同参画審議会の委員を公募（２名） 

・学校通学区審議会の委員を公募（２名） 

・学校給食センター運営委員会の委員を公募（１名） 

・図書館協議会の委員を公募（３名） 

・「地域コミュニティリーダー養成講座」の開催（継続） 

・「地域防災リーダー養成講座」の開催（継続） 

広報機能の充実 ○広報誌等の充実 

・「多言語版生活ガイド」の更新 

○インターネットを活用した広報活動の推進 

・子育て支援情報サイト「す・きっずいけだ」の作成 

○実情に即した広報活動の展開 

・地域の要望に応じた出前講座を実施（継続） 

○市民ニーズに合わせた情報発信 

・「ふくまる教志塾」の開講（継続） 

広聴機能の充実 ○市民と市長の直接対話の場の充実 

・「こみなみ市長とコミュニＴＥＡトーク」の開催（継続） 

○法律相談などの充実 

・建物の耐震及びリフォームに関する相談窓口を設置 

情報公開などの充

実 

○行政情報の能動的な公開の推進 

・市長の行動記録をホームページで公開 

（２）健全な行財政運営の推進           （【 】内は、効果額 単位：百万円）

施策の体系 実 施 内 容 （○は「プラン」の実施プログラム）

行政の効率性と財

政の健全化の確保 

○事務事業の見直し 

・エンゼル祝金の廃止【3】 

・住民票自動交付サービスの終了【1】 

・お花見桟敷席の廃止 

・ごみ分別の種類の変更 

・市立池田病院にガス・コージェネレーションシステムを導入【1】 

・自然学舎バス借上料の保護者負担率の見直し 

・社会福祉協議会への補助事業の見直し 

○民間活力の導入 

・家庭ごみ収集業務の一部委託【17】 

・公金収納業務の委託を検討 

・市債権コールセンターから現年滞納催告を実施（継続）【24】 

・市、池田商工会議所、池田泉州銀行の３者による地域連携協定の締結

・大阪成蹊大学、大阪成蹊短期大学との連携協定の締結 

○施設の統廃合 

・職員会館の廃止【2】 

○予算におけるＰＤＣＡサイクルの確立 

・行政評価シートの見直し 
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○外郭団体の見直し 

・土地開発公社の解散に向けた手続を実施（継続）（H25 年度解散予定）

・職員厚生会の理事会及び評議員会においてみなし解散し、任意団体に

移行することを決定（H25.12～） 

・池田市再開発ビル（株）の株式を売却【10】 

○給料等の削減 

・市長 10％、その他特別職５％本給削減（H23.10～H25.3）【5】 

・課長職以上 2.5％、課長代理以下 2％本給削減（H24.1～H25.3）【160】

・55 歳超の課長級以上職員の 1.5％本給削減（H23.4～）【9】 

・現給保障の段階的引下げを実施【7】 

・退職手当の調整率の削減（H25.1～）【42】 

公営企業改革 

・上水道事業における自己財源充当による起債抑制【3】 

・病院機能評価（Ver6.0）の更新認定（※1） 

議会改革 

・議員報酬 10％削減（H23.7～H25.3）【32】

歳入の確保 ○滞納対策の強化 

・一般任期付短時間勤務職員（２人）として滞納対策業務に弁護士を採

用 

・市債権コールセンターから現年滞納催告を実施（継続）（再） 

・コンビニ収納の導入を検討 

○使用料手数料の見直し 

・指定ごみ袋、ごみ持込み手数料の見直し【52】 

○新たな歳入の確保 

・みんなでつくるまちの寄付の募集（継続）【50】 

・職員会館及び商工会議所敷地等の売却【399】 

・池田市再開発ビル（株）の株式を売却（再） 

・旧豊中・池田ケーブルネット（株）の株式を売却【41】 

・消防自動車の売却【45】 

・法定外公共物（里道・水路等）を払下げ申請に基づき売却【17】 

活力ある組織づく

りと適正な人事管

理 

○市民視点での組織編制 

・「保健福祉部」と「子育て・保険部」を「福祉部」と「子ども・健康

部」に再編 

・財産活用に係る企画業務及び空港対策業務を推進する課として「空港

資産活用課」、障がい児への支援業務を行う課として「発達支援課」

を設置 

・教育センターの設置 

・市立池田病院において消化器外科及び形成外科を標榜（H24.7～）【45】

（※2） 

○研修制度の充実 

・政策策定研修や部長が語るトワイライト研修を実施 

○人事評価システムの充実 

・人事評価システムの本格実施 

・課長職以上の人事評価結果を勤勉手当に反映 

○人事制度の拡充 

・勤務時間の弾力運用制度の試行実施（H24.12～H25.1） 

・一般任期付短時間勤務職員の採用 

滞納対策業務に係る弁護士（２人）（再） 

歴史民俗資料館学芸員（３人） 

生活保護ケースワーカー（２人） 



 ・任期付職員（フルタイム）の採用 

  保育士（４人） 

・一般任期付短時間勤務職員の採用試験を実施 

  高齢者安否確認・見守りホットライン事業コーディネーター（１人）

  障がい福祉サービス事務職員（２人） 

精神保健相談員（１人） 

介護保険適正化事務職員（１人） 

介護保険事務職員（１人） 

介護保険認定審査会事業職員（１人） 

収納業務職員（４人） 

保育士（３人） 

※１ 病院機能評価とは、公益財団法人日本医療機能評価機構が医療機関の機能を中立的・学術的な観点

から評価するもので、評価基準を満たす病院が認定病院となる。 

※２ 従来は外科と皮膚科の中で診療が行われていたが、新たに診療科目として追加し、単独科としての

診察を開始 

（３）広域行政の推進                

施策の体系 実 施 内 容 （○は「プラン」の実施プログラム）

他市町との連携の

強化 

○北摂市長会などを通じて、共通課題の調査・検討 

・３市２町（豊中市、池田市、箕面市、豊能町、能勢町）における図書

館の広域利用の試行実施（H24.6～） 

○府からの移譲事務について広域処理を実施 

・２市２町（池田市、箕面市、豊能町、能勢町）による共同処理センタ

ーを設置（H23.10～）（※3）

・３市２町（豊中市、池田市、箕面市、豊能町、能勢町）による豊能地

区教職員人事協議会を設置し、教職員人事権に係る移譲事務を実施 

※３ 府から移譲を受けた福祉、生活安全、公害規制、まちづくり等の分野に係る事務を、２市２町が連

携して処理するため、共同で設置した１０課の総称が共同処理センターである。

（４）情報通信技術の活用             

施策の体系 実 施 内 容 （○は「プラン」の実施プログラム）

情報システムの機

能強化 

○電子申請など、ネットワークを介した行政サービスの充実 

・水道の開閉栓に係る電子申請手続の導入を検討（H25.3～） 
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平成２５年９月  日  

池田市長 小南 修身 様

池田市行財政改革推進委員会 

会長 佐々木 弘 

   平成２４年度における池田市行財政改革推進プランの取組状況に関する意見書（案）

平成２５年８月１４日付池行経発第３３号により本委員会に意見を求められた「平成２４

 年度における池田市行財政改革推進プランの取組状況に関すること」その他について、下記

のとおり意見を提出いたします。

記

 １ 平成２４年度における取組状況に関する意見

（１）健全な行財政運営の推進について

市税徴収に係る様々な取組の結果、徴収率の目標値を達成されているが、より一層

    の滞納対策の強化を図り、歳入の確保に努められたい。

（２）広域行政の推進について

市民ニーズを踏まえて更なる広域連携の推進を図り、効率的な事務遂行と市民の利

    便性向上に努められたい。

（３）情報通信技術の活用について 

情報システムの機能強化や情報セキュリティ対策等の情報化施策を推進するとと

もに、災害発生時に備えてホームページ以外の情報発信手法について検討されたい。

２ 今後の行財政改革推進委員会のあり方に関する意見

  （１）公営企業経営状況の把握について

市全体の行財政改革を審議の対象とする当委員会の性質を鑑みれば、公営企業経営

    の独立性の尊重を踏まえても、なお、当委員会に対し、公営企業における経営改革に

関する意見表明を可能にする充分な経営情報が提供なされるべきであると考える。 

（２）自治基本条例に則った委員会運営の推進について

当委員会の運営方法に関しては、市の最高規範である「池田市みんなでつくるまちの基

    本条例」との適合性が求められるのは当然であるため、当該条例の規定内容について常に

理解を深めておくことが必要であり、今後そのような機会を持つことが必要であると考え

る。

池 行 経 発 第 ３ ３ 号 

平成２５年８月１４日 

池田市行財政改革推進委員会

会長 佐々木 弘 様

池田市長 小南 修身 

平成２４年度における池田市行財政改革推進プランの取組状況に関する意見依頼

本市の行財政改革の推進に当たり、平成２４年度における池田市行財政改革推進プランの取組

状況に関することについて貴委員会の意見を求めます。

５．池田市行財政改革推進委員会 

（１）意見依頼書 

（２）意見書 
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24年度決算　一般会計グラフ

地方消費税交付金 999,524千円 2.6％

ゴルフ場利用税交付金 71,828千円 0.2％

自動車取得税交付金 91,610千円 0.2％

地方特例交付金 77,512千円 0.2％

地方交付税 3,274,732千円 8.7％

交通安全対策特別交付金 17,280千円 0.0％

分担金及び負担金 514,211千円 1.4％

使用料及び手数料 923,562千円 2.4％

地方譲与税 214,414千円 0.6％

利子割交付金 74,480千円 0.2％

府支出金 2,078,548千円 5.5％

財産収入 521,533千円 1.4％

寄附金 57,132千円 0.2％

繰入金 227,491千円 0.6％

市 債 3,024,600千円 8.0％

繰越金 856千円 0.0％

配当割交付金 57,624千円 0.2％

株式等譲渡所得割交付金 13,254千円 0.0％

市　税
17,542,681千円
46.4％

諸収入
3,820,315千円
10.1％

歳入総額
37,796,538千円

100％
国庫支出金
4,193,351千円
11.1％

人　件　費
6,997,076千円
19.1％

扶　助　費
6,669,257千円
18.2％

公　債　費
4,028,871千円
11.0％

投 資 的 経 費
2,024,084千円
5.5％

物　件　費
5,321,380千円
14.6％

そ　の　他
11,574,294千円
31.6％

歳出総額
(性 質 別)

36,614,962千円
100%

義

務

的

費

経

投資的経費 2,024,084千円 5.5％

歳出総額
(款　別)

36,614,962千円
100%

議 会 費 402,418千円 1.1％

総 務 費
5,612,813千円
 15.3％

民 生 費
 12,117,110千円
 33.1％

衛 生 費
 3,409,663千円

9.3％

労 働 費 15,513千円 0.1％

商 工 費 230,507千円 0.6％

土 木 費
 5,929,044千円
 16.2％

消 防 費 1,328,935千円 3.6％

教 育 費
 3,457,164千円
 9.5％

公 債 費
4,028,871千円
 11.0％

諸支出金 40,671千円 0.1％

農林水産業費 42,253千円 0.1％
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一般会計性質別決算推移グラフ
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 投資的経費  歳 入 総 額  一 般 財 源  市債発行額  市 税 収 入

一般会計市債発行額と市債残額の推移
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 市債発行額  市債残高

財政指数の推移
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経常収支比率 起債制限比率 ﾗｽﾊﾟｲﾚｽ指数

H15～17年度の経常収支比率は、減税補填債、臨時財政対
策債を経常一般財源として算出
H18年度～の経常収支比率は、減税補填債、臨時財政対策
債を経常一般財源として、退職手当債を特定財源として算出

（３カ年平均）

H24年度のラスパイレス指数は、国家公務員の時限的な(２年
間)給与改定特例法による措置がないとした場合、参考値96.7
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